
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 3年度  事 業 報 告 書

令和 3(2021)年 10月 1日 から   令和 4(2022)年 9月 30日 まで

特定非営利活動法人マ ドレボニータ

1 事業の成果

①教室事業
・オンラインと対面両方で産前・産後ケア教室を開催 し、コロナ禍でも産前産後ケアプログラムを継続

的に提供 した。
・昨年から引き続き受講者を対象にアンケー ト調査を実施 し、コロナ禍における妊産婦の実態調査研究

(③ に記載)を実施 した。
・対面教室の本格的な再開に伴い、産後ケアバ トン制度 (多胎児の母などの受講料補助、介助者謝礼な

ど)にて、昨年の2.5倍 となる46組を受け人れた。
・夫婦で参加できるオンライン講座形式の両親学級の普及に努め、40組75る が参加 した。
・企業向け復職支援プログラムを改良し、4社に提供。 175名 が参加 した。

②養成事業
・昨年度開講 した全てオンラインで学べる養成スクールを今年度も開催 した。
・2021年 12月 に 「産後セルフグアインス トラクター」コース4名 、「ボールエクササイズ指導士コース」

1名 が誕生 した。
・2022年 1-3月 に開講 した養成スクールでは 「産後セルフケアア ドバイザー」11名 が誕生した。
・産前産後女性の支援者向け栄養講座を開催 した。
・2022年 9月 より秋期養成スクールを開講 し、 「産後セルフケアア ドバイザー」コースを10名 が受講中。

③研究開発事業
・マ ドレボニータ独自の調査研究 「産後の身体 とコロナ禍のパー トナーシップについて」をまとめた
「産後白書4」 を2022年 1月 にWEB版 として発行 し、完成記念イベン トを行った。
。「産後白書4」 を冊子として印刷 し、全国の自治体に配布 し協働を推進する活動を行 うため、クラウド

ファンディングを実施 した。
・ 日本体育大学、大阪行岡医療大学 と協力し、 「コロナ禍における妊産婦の心身の健康状態 とパー ト

ナーシップの実態」調査研究を実施 した。
・会員と協力し産後ケアの啓発・普及の考察 レポー ト「マ ドレジャーナル」をオンラインで1号発行 し

た。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容
た 施
IH  I」 F

実
場

施
,I

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人数

事業費の

金額

(千円 )

産前・産後
のボディケ

ア&フィット

ネス教室事

業

・対面とオンラインによる産後

ケア教室、オンライン両親学

級、各種教室の実施
・多胎児の母やひとり親等の

受講料を補助する産後ケア
バトン制度の推進
・自治体でのオンライン講座

開催

令和3年 10

月～令和4

年9月

全 国 91人 妊娠中～

産後の女

性及び家

族、一般市

民 1,726人

13,742



・企業での復職支援プログラ
ムの推進
・企業向け産前講座オンライ
ン講座の販売

産前・産後
セルフケア

インストラク

ター養成事

業

・養成スクール開催
・産後セルフケアインストラク

ター4名 、産後セルフケア指

導±1名 誕生
・産後セルフケアアドバィ

ザー 11名 誕生
・オンライン講座のりl反売
・支援者向け単発講座実施
・認定インストラクター制度整

備、研修の実施

令和3年 10

月～令和4

4F9月

各受講

者の居

住地

27人 一般市民、

認定インス

トラクター、

産後セルフ

ケアアドバ

イザー 108

人

1,714

産前・産後
のボディケ

ア&フ ィット

ネスプログ

ラム研究開
発事業

。日本体育大学・大阪行岡

医療大学と協働したコロナ禍

における妊産婦の心身の健

康状態とパートナーシップ調

査研究の実施
・産後自書4発行
・産後白書4普及を日的とし

たクラウドファンディングの実

施
・マドレジャーナルWEB版 3

号制作発行
・産後ケアリーフレット配布
・月刊メールマガジン発行

令和3年 10

月～令和4

年9月

全国 81人 一般市民

23,519人

1,310

′o
乙ヽ その他の事業

施

時

実

日

実

場

施
IF

従事者
の人数

事業費の

金額事業名 事 業 内 容

な し な し



2021年度 活動計算書

特定非営利活動法人マ ドレボニータ

〔税込](単位 :円
)

自 2021年 10月 1日 =2022年 9月 30日

1,733,500

2.受取寄附金

受取寄附金
,3.受取助成金等

,■…―.■
‐―-1111111_____

:一般正味財
′1経常収益

1.受取会費

4.事業収益

5.そ の他収益

や ‖ ヨ   ヽ .―― ‐
・

― ‐ ― ,‐

産増減の部

員受取会費

会員受取会費

会員受取会費

受取民間助成金

受取助成金等振替額

教室事業収益

養成事業収益

研究開発事業収益

受取利息

雑収益

1,375,000

178,500
180,000

2,883,326 . 2,883,326

1,290,000

8,060,486  9,350,486

3,276,143
1,665,132

843 4,942,118

118・

1,458,2951 1,458,413

一琴一金

会

助

人

正

賛

法

経常収益 計

ll経常費用

1.事業費

(1)人件費

20,367,843

事業費 計

2.管理費
:(1)人

件費

給料手当

ノ、件費計

業務委託費

謝金

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

.減価償却費
・保険料

支払手数料

広告宣伝費

サイ ト管理費

助成金返還支出

雑費

その他経費計

1,360,875

4,095,697

8,909,980
66,148
16,661

122,000
100,137

33,944
24,393

594,000
21,046 .

528
523,456
792,000
105,894

106

1,680,700・

1,360,875

15,405,990
16,766,865

人件費計

給料手当

1/2

1,680,700

,(2)その他経費



2021年度 活動計算書

特定非営利活動法人マ ドレボニータ

科 目

{2)その他経費

業務委託費

謝金

印刷製本費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

諸会費

租税公課

研修費

支払手数料

サイ ト管理費

支払報酬料

雑費

商標権償却費

その他経費副

管理費 計

経常費用 計

税引前当期一般正味財産増減額

〔税込](単位 :円 )

自 2021年 10月 1日 至 2022年 9月 30日

金額

1,257,648

2,938,348

84,587
40.000
3,424
3,854

66,987
22,441

30,000
467

4,220
508,967
152,420
317,350

3,527
19,404

19,705,213

法人税、住民税及び事業税

税引後当期一般正味財産増減額

前期繰越一般正味財産額

次期繰越一般正味財産額

662,630
35,000

627,630

指定正味財産増減の部

1 受取寄付金等 (指定正味)

受取寄付金助成金(指定正味)

【受取寄付金等】 合計

ll 一般正味財産への振替額

【振替額】 合計

当期指定正味財産増減額

前期繰越指定正味財産額

次期繰越指定正味財産額

次期繰越正味財産額

0

15,428,389
16,056,019

0
8,060,486

8,060,486
△ 8,060,486

8,060,486
0

16,056,019

2/2



2021年度 貸借対照表
特定非営利活動法人マ ドレボニータ [税込](単位 :円 )

2022年 9月 30日 現在

【流動資産】

普通預金

貯蔵品

未収金

前払費用

流動資産合計

【固定資産】

商標権

固定資産合計

18,150,988

127,703

127,703

17,295,528

339,285

420,156

96,019

資産合計 18,278,691

【流動負債】

未払金

前受金

預り金

預り金(源泉所得税・給与)

預り金(源泉所得税・謝金)

預り金(住民税)

流動負債合計

【固定負債】

固定負債合計

1,260,037

930,883

3.1,752

(1,286)

(28,866)

(1,600)

2,222,672

（
Ｕ

負債合計 2,222,672

1 指定正味財産

前期繰越指定正味財産額

当期指定正味財産増減額

次期繰越指定正味財産額

2 -般正味財産

前期繰越一般正味財産額

当期一般正味財産増減額

次期繰越一般正味財産額 16,056,019

ハ
Ｕ

8,060,486

△ 8,060,486

15,428,389

627,63()

次期繰越正味財産額 16,056,019

負債及び正味財産合計 18,278,691

《正



財務諸表の注記

2021イF10月 1日 から2022年 9月 30 Liま で`

特定非営利活動法人マ ドレボニータ

l.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 2017年 12月 12日

一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法で評価 しています。

(2)固定資産の減価償却の方法

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却しています。

(3)消 費税の会計処理

消費税は税込処理によっています。

2.事業別損益の状況

事業別損益は以下の通りです。

(単位 :円
)

科 日 教室事業 養成事業
研究・

開発事業
事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益

1.受取会費
2.受取寄附金

3.受取助成金等
4.事業収益

5.そ の他収益

経常収益計
II 経常費用

(1)人件費

給料手当

人件費計

(2)そ の他経費

助成金返還支出

業務委託費

謝金

印刷製本費

会議費

交際費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

減価償却費

保険料

諸会費

租税公課

研修費

支払手数料

広告宣伝費

雑費
サイト管理費

1商標権償却費

支払報酬料

その他経費計

経常費川計

当期経常増減額

0
2,660,252

8,404,592

3,276,143

0

0
146,000

305,894
1,665,132

0

0
77,074

640,000
843

0

0
2,883,326

9,350,486

4,942,118

0

1,733,500

0
0

0
1,458,413

l,733,500

2,883,326

9,350,486

4,942,118

1,458,413

14,340,987 2,l17,026 717,917 17,175,930 3,191,913 20,367,843

1,360,875 0 0

0

1,360,875 1,680,700 3,041,575

1,360,875 ＾
Ｕ 1,360,875 1,680,700 3,041,575

0

2,306,070

8,592,980

11,831

0
122,0()0

990
11,904

4,024

0

21,046

0

0

0

0

518,129
0

792,00()

()

0

105,894

1,402,800

72,000
0

9,291

0
97,991

1,85()

18,829

0
0

0

0
0

528
5,327

106
0
0
0

0
386,827
245,000

54,317

7,370

0
1,156

20,190

1,540

594,000
0

0

0
0
0
0
0
0
0

・ 0
1,310,400

105,894

4,095,697

8,909,980

66,148

16,661

122,000
100,137

33,944
24,393

594,000

21,046
0
0
0

528
523,456

106

792,000
0
0

0
84,587

40,000
3,424

0
0

3,854

66,987
22,441

0

0
30,000

467
4,220

508,967
0

3,527

152,420

19,404

317,350

105,894

4,180,284

8,949,980

69,572

16,661

122,000

103,991

100,931

46,834
594,000
21,046

30,000
467

4,220

509,495
523,456

3,633

944,420
19,404

317,350

12,380,974 1,714,616 15,405,990 l,257,648 16,663,638

13,741,849 】,714,616 1,310,400 16,766,865 2,938,348 19,705,213

599,138 402,410 409,065 253,565 662,630-592,483



3.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の日訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は16,056,019円 ですが、そのうち 112,812円 は下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は15,943,207円 です。

4.固定資産の増減内訳

5.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者 との取引の内容は以下の通 りです。

4,180,284

3,041,575

8,949,980

6.事業費と管騨費の按分方法

人件費については、従事時間の割合に応じて事業費と管理費に按分しています。

(単位 :円 )

(単 位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額、 期末残高 備考

日本財団 0 105,894 105,8`)4 0

養成事業費 (養 成スクール運営に関する費
用)余剰助成金を返還. 105.894円 は助
成令返還支出として活動計算書に計上して
います。

日本財団 0 7,954,592 7,954,592 0
教室事業費用 (受講料補助、効果潤I定 の費
用、11治体・企業との協働)と して,

連合 愛のカンパ 0 450,000 450,000 0

教室下業費 (多胎児の母、ひとり親などの

受講料補助、介助ボランティア交通費)と
して。
1``期受人額は450,(X)0円 、来期使川分
450,000円は前受助成金として賃侑対照表
に計上しています。

アサヒワンピールクラブ 29,711 0 29,711 0 広報・啓発費用として。

lululemon 372,506 0 372,506 0
教室事業費用 (多胎児の母、ひとり親など
の受講料補助.情報提供・啓発リーフレッ
トの普及費)と して.

公益信託オラクル有志の
′、

ボランティア基金

0 640,000 640,000 0
研究開発事業費 (産後白育4プロジェクト
運営)と して。

Sync(lbleパ ースデー ド

ネーション
0 129,988 129,988 0

研究開発事業費 (産後 |1書 4プ ロジェクト
運営)と して。

Syncableパ ーステ・―ド

ネーション 0 232,812 120,000 l12,812
教ネ事業費 (オ ンライン両親学級受講料補
助)と して,

合言| 402,217 9,513,286 9,802,691 112,812

科目 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

無形固定資産

商標権

ソフトウエア

194,000

14,850,000

194,000

14,850,000

-66,297

-14,850,000
127,703

0

合計 15,044,000 ｎ

）

〈
Ｕ 15,044,000 -14,916,297 127,703

科 卜| luft,ri.r.,r rri,r, rfii n. tt(lEr,[r,jl |ヽ .近親′及び支配法人■との収」|

業務委託費

給料

謝金 (受 講料補助など)

2,510,550

925,575
3,704,640

０

０

０

以 1:



科 目 金額

339,285

96,019

747,697

4,601,491

11,946,340

132,000

226,600

59,481

2,075

18,150,988

127,703

127.703

127,703

法人名 :特定非営利活動法人マ ドレボニータ

1資産の部

1.流動資産

現金預金

ゆうちょ (振替口座)(APl)

ゆうちょ (法人)(API)

三井住友 (法人)(API)

貯蔵品

冊子等

未収金

登壇料

プログラム提供料

事務手数料

その他

前払費用

支払手数料等

流動資産合計

2.固定資産

(2)無形固定資産

商標権

魅産且量
2022年 9月 30日 現在

(単位 :円
)

18,278,691

無形固定資産計

固定資産合計

資産合計

|1負債の部

1.流動負債

未払金

給料

業務委託員

謝金

その他諸経費

前受金

愛のカンパ

デロイ トトーマツ

263,625

610,860

198,820

186,732

450,000

448,800



科 目 金額

商船三井

預り金

源泉所得税

源泉所得税

住民税

流動負債合計

2.固定負債

固定負債合計

負債合計

正味財産

(給与 )

(報酬)

32,083

1,286

28,866

1,600

2,222,672

2,222,672

16,056,019



書式第 18号 (法第28条関係 )

事業報告用

2021年度年間役員名簿 〈前事来年度において■員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びに

これらの者についての前事来年度における報目の有暴を記●した名■)

特定非営利活動法人マ ドレボニータ

1確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

日各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係 )

2役員一覧

役名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

理 事 ・監事

'Y-/+ l'. Ltr:l

山本裕子

令和3年

令和4年

10月  1日

9月  30日

イ
l・   Л

日

イ
|・    月    日

監 事

ナカギリ マサコ

中桐昌子

令和3年

令和4年

10月  11」

9月  3011

年 りI

日

イ
「     '1    日

監 T理 事

ナガノマ カオリ

永野間呑織

令和3年

令和4年

11月  1日

9月  30日

年  ll
日

イ
「

    り1    日

監 事

カンメイ ユ リ

貫名友理

令和 3イ
|

令和 1,l

10月  1日

9月  30日

年 月

口

年  月  日

監 事

ナガノ ナ ミ 令和31

令和

“

I

10チ] 1日

9月  30日

年 月

口

年   月    日長野奈美

監 事理 事

ミヤザワ チヒロ 令和3年

今和4年

10'1  1日

9'1 30日

年 月

日

年   月   口官澤千尋

理 事
ナガタ メグミ

永田恵美

令和3年

令和4年

10'1 1日

9,1 30日

年 月

口

年  月  日

理事・
オカモ ト タクヤ

岡本拓也

令和3年

令和4年

10月  1日

9月  30日

イl   Л

日

イ|,    日    日

理事・監事

令和2年

令和3年

12月 17日

30日9月

年 月

月

曰

口年

10 理す・監 .I

令和2年

令和3年

12月 17ロ

30ロ9月

年  月  日

年 月 ロ



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員のうち 10人以上の者の名簿

令和4(2022)年 9月 30日現在

特定非営利活動法人マ ドレポニータ

氏    名

1

山本 裕子

2

中桐昌子

3

永野間かおり

4

貫名友理

5

長野奈美

6

宮澤千尋

7

吉田紫磨子

8

岡田令子

9

山城侑子

10

北澤ちさと

以上


